
第 2回  今後の介護人材養成の在 り方に関する検討会

議 事 次 第

日 時  平 成 22年 4月 26日 (月 )

15:00 ～  17:00
場 所  全 国 都 市 会 館 3F第 1会 議 室

1 開会

2 議事
○ 今後の介護人材養成の基本的な方向性に関する論点について
○ 研修等実施状況調査 (案 )の 内容について
○ その他

3 自由討議

4 閉会

【配付資料】

○座席表

○資料 1 今後の介護人材養成の基本的な方向性に関する論点
○資料 2 介護福祉士制度の見直し
○資料 3 「介護福祉士の資格取得方法の見直しに関するご意見の募集に

ついて」の結果について

○資料4 介護職員研修等実施状況調査 (案 )について
○資料 5 第 1回今後の介護人材養成の在り方に関する検討会議事録

○資料 I 北村委員提出資料
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今後の介護人材養成の前提



人材養成に関する論点

1.介護福祉士資格取得までの介護人材養成の体系について

(1)養成の目標・体系等について



(2)中堅段階の介護人材養成、介護福祉士資格について
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(3)初任段階の介護人材養成について
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(4)研修受講支援策等について



2.チTムリーダー、施設長等の段階における論点

【社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基本的な指針(平成19年 8月 )】
○ 国家資格等の有資格者について、さらに高い専門性を認証する仕組みの構築を図るなど、従事者の資質向上に取り組むこと。(職
能団体、養成機関の団体その他の関係団体等)

【平成19年「社会福祉士及び介護福祉士法」一部改正法衆議院厚生労働委員会附帯決議(平成19年 11月 )】

○ 社会的援助を必要とする者が増加していることにかんがみ、重度の認知症や障害を持つ者等べの対応、サービス管理等の分里刊こ

おいて、より専門的対応ができる人材を育成するため、専門社会福祉士及び専門介護福祉士の仕組みについて、早急に検討を行う
こと。また、介護福祉士をはじめ、関連分野専門職が社会福祉士となるための必要な履修認定等について検討すること。
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3.その他の論点
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「社会福祉士及び介護福祉士法』
の二部改正について



介護福祉士・社会福祉士制度の改正について

[社会福祉士及び介護福祉士法 (昭和62年制定、昭和63年度施行)により創設された名称独占の国家資格 ]



社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律の概要
(平成19年 12月 5日 /At布)
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祉士の任用・活用の促進

施行期日

公布日:定義規定口義務規定の見直し、社会福祉士の任用資格としての位置付けの拡大(1、 2及び4② )
平成21年 4月 1日 :介護福祉士の教育内容の充実、社会福祉士の資格取得方法の見直し(3②・④及び4① )
平成24年4月 1日 :介護福祉士の資格黎得方法の見直し
(3①・③)*平 成25年 1月試験から実施 3



介護福祉士の資格取得方法の見直し

平成19年の「社会福祉士及び介護福祉士法Jの一部改正により、すべての者
生三宣の教育プロセスを経た後に国家試験を受験するという形で、資格取得方
法の一元化が図られたところ。

′

養成施設ルニト 福祉系高校ルート 実務経験ルート

国 家 試 験

福祉系高校

国 家 試 験     【平成24年度施行

養成施設6月‐然上実務経験

3年以上

【参考】現行の資格取得者数等の状況
ヽ

*平成20年度の国家試験の状況
・受験者数 約13.1万人
口合格者数 約 6.8万人

(合格率約52.0%)
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『社会福祉士及び介護福祉士法』―部改正法の施行スケジュール



参議院厚生労働委員会における附帯決議 (平成19年4月 26日 )

、介護福祉士の資質の向上を図るための教育カリキュラム等の見直しに当たつては、養成施設ルニト、福祉系高校ルート及び実務
経験ルートのそれぞれにおいて、同等の水準の知識及び技能が担保されるよう措置すること:また、本改正による介護福祉士の資
格取得方法の見直しに併せて、介護報酬の見直しなど制度面を含めて介護福祉士の社会的評価に見合う処遇の確保につながる
施策の推進に努めること。

二、介護労働の魅力を高めるため、雇用管理や労働条件の改善の促進、生涯を通じた能力開発及びキヤリアアップの支援t潜在マン
パワニの就業促進等の実効性ある介護労働力確保対策を総合的に推進すること。

三、介護職員の任用については、介護福祉士を基本とすることを念頭に置きつつ、介護福祉士への円滑な移行を促進するため、その
施策の在り方を十分検討すること。

四、准介護福祉士の仕組みは、フィリピンとの間の経済連携協定との整合を確保する観点にも配慮して暫定的に置かれたものである
ことからt介護福祉士制度の見直し後の介護福祉士の受入れの在り方について早急にフィリピン側と調整を行う等の対応を行い、
その1結果を踏まえ、速やかに介護福祉士への統一化を図ること。

五、実務経験ルートに新たに課される六月撚上の養成課程について、働きながら学ぶ者の負担軽減に配慮し、通信課程を認めるほか、
教育訓練給付の対象となるように基準の設定を行うこと。

六t厚生労働省令において介護福祉士の資格取得ルートを規定するに当たつては、法律上の資格取得ルートとの間で、教育内容及び
実務経験の水準の均衡に配慮すること。また1今後、介護サービスの担い手の養成に係る新たな仕組みを設けるに当たつては、現
在の資格制度との関係について十分検討を行い、現場が混乱に陥ることのないようにすること。

七、社会的援助の二〒ズが増大していることにかんがみ、重度の認知症や障害を持つ者等への対応、サービス管理等の分野におい
て、より専門的対応ができる人材を育成するため、専門社会福祉士及び専門介護福祉士の仕組みについて、早急に検討を行うこと。
また、介護福祉士をはじめ、関連分野専門職が社会福祉士となるための必要な履修認定等について検討すること。

八、社会福祉士及び介護福祉士の国家試験の在り方について、専門家による検討の場を設け、必要な知識及び技能を総合的に評価
できるような内容となつているかどうかについて検証を行うこと。

九:社会福祉士の任用口活用の拡大については、今回の改正事項の実効性を高めるため、関係機関に対し周知徹底を図ること。
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衆議院厚生労働委員会における附帯決議 (平成19年 11月 2日 )

一、介護福祉士の資質の向上を図るため、教育カリキュラム等の見直しに当たっては、養成施設ルート、福祉系高校ルート及び実務経
験ルートのそれぞれにおいて、同等の水準の知識及び技能が担保されるよう措置すること。

二、社会福祉士及び介護福祉士の社会的評価に見合う処遇の確保を図るため、介護報酬の見直しなど介護保険事業の充実等に努め

るとともに、国籍などを理由として介護福祉士の賃金、労働条件などに差別的取扱いが生じないよう、監督・指導を行うこと。

三、福祉・介護労働の魅力を高めるため、「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基本的な指針」に基づく施策

として、社会福祉士及び介護福祉士の雇用管理や労働条件の改善の促進、生涯を通じた能力開発及びキヤリアアップの支援、潜在
マンパワーの就業促進等の実効性ある福祉・介護労働力確保対策を総合的に推進すること。

四、介護職員の任用については、介護福祉士を基本とすることを念頭に置きつつ、介護福祉士への円滑な移行を促進するため、その施

策の在り方を十分検討すること。

五、社会福祉士の任用・活用の拡大については、今回の改正事項の実効性を高めるため、都道府県及び市区町村の福祉に関する事務

所職員への社会福祉士の登用の促進策の在り方について十分検討すること。また、社会福祉施設の長、生活指導員等についても、

社会福祉±の任用を促進するよう周知徹底を図ること。

六、実務経験ルートに新たに課される六月以上の養成課程について、働きながら学ぶ者の負担軽減に配慮し、通信課程を認めるほか、

教育訓練給付の対象となるように基準の設定を行うこと。

七、厚生労働省令において介護福祉士の資格取得ルートを規定するに当たっては、法律上の資格取得ルートとの間で、教育内容及び

実務経験の水準の均衡に配慮すること。また、今後、介護サービスの担い手の養成に係る新たな仕組みを設けるに当たつては、現在

の資格制度との関係について十分検討を行い、現場が混乱に陥ることのないようにすること。

八、社会的援助を必要とする者が増加していることにかんがみ、重度の認知症や障害を持つ者等への対応、サービス管理等の分野に

おいて、より専門的対応ができる人材を育成するため、専門社会福祉士及び専門介護福祉士の仕組みについて、早急に検討を行う

こと。また、介護福祉士をはじめ、関連分野専門職が社会福祉士となるための必要な履修認定等について検討すること。

九、社会福祉士及び介護福祉士の国家試験の在り方について、専門家による検討の場を設け、必要な知識及び技能を総合的に評価で

きるような内容となつているかどうかについて検証を行うこと。

十、社会福祉士の資質の向上を図るため、教育カリキュラム等の見直しに当たつては、効果的な実習が行われるよう実習指導体制の充

実に十分配慮すること。

十一、司法口教育・労働口保健医療等の分野における社会福祉的課題の重要性にかんがみ、これらの分野への社会福祉士の職域拡大

に努めること。



介護福祉士養威課程における教育
カリキュラムの見直しについて
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【旧カリキュラム (2年課程の場合)】

■科日41■ 時間1数|

人間とその生活の理解 120時間

社会福祉概論 講義 60時間

老人福祉論 講義 60時間

障害者福祉論 講義 30時間

リハビリテーション論 講義 30時間

社会福祉援助技術 講義 30時間

社会福祉援助技術演習 演習 30時間

レクリエーション活動援助法 演習 60時間

老人・障害者の心理 講義 60時間

家政学概論 講義 60時間

家政学実習 実習 90時間

医学一般 講義 90時間

精神保健 講義 30時間

介護概論 講義 60時間

介護技術 演習 150時間

形態別介護技術 演習 150時間

介護実習 実習 450時間

介護実習指導 演習 90時間

鶉

【新カリキュラム (2年課程の場合)】

教育内容 時間数

人間と社
△

=
240時 1間

人間の尊厳と自立 30時間以上

人間関係とコミュニケーション 30時間以上

社会の理解 60時間以上

こころとプからだのしくみ 300時‐間

発達と老化の理解 60時間

認知症の理解 60時間

障害の理解 60時間

こころとからだのしくみ 120時間

介護 1:260時間

介護の基本 180時間

コミュニケーション技術 60時間

生活支援技術 300時間

介護過程 150時間

介護総合演習 120時間

介護実習 450時間

選 I

介護福祉士養成課程における新たな教育カリキュラム

平城２‐年４‐馴劇ＭＭ脚同「ゴラ‐ムヘ移行
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る姿勢を身につける

あらゆる介護場面に共通する基礎的な介護の

知識口技術を習得する

介護実践の根拠を理解する

介護を必要とする人の潜在能力を引き出し、活

用1発揮させることの意義について理解できる

利用者本位のサービ不を提供するため、多職碑

協働によるチームアプローチの必要性を理解で

きる    .
介護に関する社会保障の制度、施策について

の基本的理解ができる

他の職種の役割を理解し、チームに参画する能

力を養う

利用者ができるだけなじみのある環境で日常的

な生活が送れるよう、利用者ひとりひとりの生活

している状態を的確に把握し、自立支援に資す

るサニビスを総合的、計画的に提供できる能力

を身につける
｀
円滑なコミュニケーションの取り方の基本を身に

つける

的確な記録・記述の方法を身につける

人権擁護の視点、職業倫理を身につける

養成の目標

求められる介護福祉士像

1.

2.

3.

尊厳を支えるケアの実践

現場で必要とされる実践的能力

自立支援を重視し、これからの介

護ニーズ、政策にも対応できる

施設・地域 (在宅)を通じた汎用

性ある能力

心理的・社会的支援の重視

予防からリハビリテーションt看

取りまで、利用者の状態の変化

に対応できる

多職種協働によるチームケア

=人
でも基本的な対応ができる

「個別ケア」の実践
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10.利用者・家族、チニムに対するコ

ミュニケTション能力や的確な記

録・記述力

11.関連領域の基本的な理解

12.高い倫理性の保持
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教育体系を「人間と社会J 『介護J 「こころとからだ
のしくみJの3領域に再編

介護が実践の技術であるという1生格を踏まえ、
○その基盤となる教養や倫理的態度の洒養に資する「人間と社会」
○「尊厳の保持」「自立支援」の考え方を踏まえ、生活を支えるための「介護」
○多職種協働や適切な介護の提供に必要な根拠としての「こころとからだのしくみ」
の3領域に再構成する。

バックラップー|IT吻呻|‐‐||■‐|||‐颯瑯Tイドツク7゛′ザ

人間と社会



教育カリキュラムの見直しのポイント (21年 4月から)

○ 介護に関する科目を。現行900時間→1260時間へ拡充 (『介護技術J
(810時間)と『実習』 (450時間)で構成)

◎ 介護技術
○『介護の基本J.『コミュニケーション技術Js r生活援助技術』.
護過程』及び『介護総合演習Jの 5科日で構成

『介

○

鵬計斃離財嘉i財蒻辮鱗[郵辟雉曰猾欄輔輔:墓到

養威施設側が.科目構成を自由に設定できるよう弾力化。

・
品踏  蓉ご冒f7ご滉遭暮替副蒼男5勢源 。の

覗副覇摺譜駅畢蓄げ
0されていることを条件とする。
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○ 科目編成等を行う専任教員を各領域に1人ずつ配置。

○ 領域『介護Jを教授する専任教員は介護教員請習会の受講を義務
付け。

○ 実習施設・事業等 (I)についてはs―連の介護過程を網羅的に
実践できるようも介護職員に占める介護福祉士の比率が3割以上であ
ることや、介護サTビス提供のためのマニュアル等や介護過程に関
する諸記録が整備されていること等を要件とする。

○ 上言己における実習指導者については、原則として、介護福祉士とし
て3年以上実務に従事した経験があり。かつ、実習指導者請習会を修
了した者として、要件を強化する。

13



実務経験ル〒卜における養威課程
ヽ

(600時間課程)について ■

14



6月 (600時間)以上の養成課程創設の目的

平成19年の法改正に当たつて、今後の高齢

化の一層の進行や認知症高齢者に対するケ
アヘの対応の必要性等の背景を踏まえ、金
後のあるべき介護福祉士像を整理。

介護福世±9長』瑠扉19向上の必要性

この介護福祉士の在り方像を踏まえつつ、こ

うした人材の養成に向けた知識・技術体系と
して、2年 11650時間のカリキュラムを1800時

間へ拡充 (養成施設ルート)。

饗亀趙 :副魂墨巖囲壁量数差簑詠/霧癬轟黒轟賽輩誰詮瞥
1説萌有旨力を高め:状態像に応じた根拠ある介護実践が可能となるよう、 1    1   1
.0認知症ケアや医療が必要な高齢者べのケアなどt現代的な課題に対応するために必要な知識・技術  ‐
● (6文.認知症め理解や障害の理解など)
○ 根拠に基づく実践を行う観点から、制度や人体の構造等に関する知識:           :
|(ёた社会の理解やこころとからだのしくみなど)
等を修得するための課程として、実務経験ルT卜に600時間課程を創設したもの:            |

１

２

３

　

４

５

６

尊厳を支えるケアの実践

現場で必要とされる実践的能力
自立支援を重視し、これからの介護ニーズ、
政策にも対応できる

施設・地上或 (在宅)を通じた汎用性ある能力
lb理的 0社会的支援の重視
予防からリハビリテーシ∃ン、看取りまで、

利用者の状態の変化に対応できる
7.多職種協働によるチームケア
8。 一人でも基本的な対応ができる
9。 「個別ケア」の実践
10.利用者・家族、チニムに対するコミュニケー
シ∃ン能力や的確な記録・記述カ
11.関連領域の基本的な理解
12.高い倫理性の保持

⇒
こうした改正を通じ、介護福祉士の社会的な評価を高めt処遇改善につなげることを企甲町5



実務を通じた学習
○施設・事業所ごとに利用者の状態像の違いや、指導者の指導方法 0考え方にばらつきがある
ため、経験した実務内容、矢□識 ,技術には大きな個人差がある。
○介護福祉士は、単に自ら介護が行えるだけでは不十分であり、初任者等に対して、介護計画
や介護方法等について根拠をもつて指導し、説明する役害Jを担う。実務を通じた経験 0学習
だけでは、指導や説明を行うための根拠となる知識や理論について体系的に習得することが
困難。

実務経験者に対する600時間課程のねらい

600時間課程

○さまざまな利用者の状態に十全に対応できる介護技術を、演習等を通じて学習。
○介護の計画、実施、評価を行うために必要な、アセスメントの視点・方法、計画立案の考え

方、専門的判断の基盤となる倫理などを、事例に基づ<演習等を通じて学習。
○認知症、障害、lb理、身体のメカニズムなど、介護技術やアセスメント等の根拠となる知識
について体系的に学習。
○介護保険制度等t制度に関する矢□識を体系的に学習。

|■■|‐ |‐ ■ ■ ‐  ■ | ||| |■  ||    |||:‐ ‐||   ||  |‐ ‐ |■ ■● . |‐ ■■ 1・ ‐■‐‐● ::|||■  |■ | ‐|| li                                  ‐ '       ‐      ‐ ‐

0きま|ざまな状態像―の1利.用1者
=1介
護場面に対して:1利用者の潜在能力を引き出す介

でも初任者への指導、家族への説明s他職



600時間課程の教育内容
・実務等で経験していることがらは削減し、介護実践の根拠となる理論を中lbに構成。
・経験から想起して知識と関連づけることができるため、初学者に比べ短時Fo3で教l受できることを想定。
・実務経験で習得した限定的、断片的な知識・技術について、技術や行為の裏付けとなる知識、理論、理念
等の基本・根拠と関連付けて、知識・技術を統合することを目的に内容を構成。

17

ｆ
り
負

実務経験だけでは体系的に学
ぶことが困難な介護保険制度や

障害者自立支援法、介護現場
における倫理的課題への対応
などについて学ぶ。

教育内容 1800時間課程 600時間課程

人間と社会 240 45

人間の 15

王里角翠 f i,:r=7-y=l 0  く`、
ノlヽ 60鯰 15 実務経験を通じて習得できている

ため不要とする。
社会の 30

ノlヽ 60鯰 30
※上記 ス修科 目のほか、選択 (120時 FEl 1沐1)

介護 1260 300

180 90

コミュニケーション 60 30

300 90
150 90

120

介護実習 450

ここ―ろとからだのしくみ 300 255

発達と老化の理解 60 45 ゴ
ヽ
介護実践の根拠となる知識ロ

理論となることから、重点的に

時間数を設定。
の 60 60

60 60

こころとからだのしくみ 120 90

蝠 興輔揚勲躊 構1鸞鵬1議諜撃爺:J千
1,,,,i

t～ :

Ⅲ



介護福祉士の受験資情における
介護職員基礎研修の取扱いについて

18



実務経験ルートにおける養成課程と介護職員基礎研修の経緯

○ 社会保障審議会福祉部会報告書(平成18年 12月 )において、介護職員基礎研修修了者について、
「基礎研修修了後、実務経験2年を経た者」に対し、受験資格を付与すべきと提言。

+

験
上
経
以
務
年
実
３

委議畢賛 :
〇 教 育 内 容 を 充 実

〇 新 た :こ 国 家 試 験 を 受

験 す る 仕 組 み

○ その後、報告書を元に、「社会福祉士及び介護福祉士法一部改正法案」が立案(基礎研修ルートに
ついては省令事項であつたため、法案そのものには盛り込まれず)される。

○ 一部改正法案の国会審議(平成19年 )の際に、「実務経験ルート(実務経験3年 +600時間課程)
【法律上措置済みのルート】と基礎研修ルート(実務経験2年 +500時間)【雀令で新た
ルート】の均衡を図るべき」との指摘があり、引き続き検討を行うこととされた。

衆参厚生労働委員会附帯決議
七、厚生労働省令において介護福祉士         定するに当たつては、法律上の資格取得ルートとの間で、教育内容丞」実盗経験Ω水準Ω
均衡に配慮すること。また、今後、介護サービスの担い手の養成に係る新たな仕組みを設けるに当たっては、現在の資格制度との関係について十分検討

を行い、現場が混乱に陥ることのないようにすること。

【養 成 註 卜 】

呻嚢璽萱 :

9



基礎研修ルートの考え方について 【省令事項】 (案)
600時間課程と介護職員基礎研修の関係については、士士法改正に係る国会審議の際に、基礎研修ルートの創設に
当たって、実務経験ルートとの均衡に配慮するよう求められていることから、資格取得ルート間の均衡を確保する観点
から、次のとおり整理する。                                  ヽ
① 教育内容・時間数については、600時間課程と基礎研修の教育内容を比較して、600時間課程から重複部分を除い
た教育内容(280時間)を上乗せする。  |
② 実務経験期間については、基礎研修受講前の実務経験年数を含め、実務経験ルートと同じ3年とする。

(実務経験ルートにおける600時間課程と介護職員基礎研修の関係のイメージ)

介護福祉士資格取得

・ 教育内容・時間数について
は、基礎研修に不足する内容
を上乗せすることにより、600
時間課程との均衡を図る。

実
務
経
験
３
年
以
上



600時間課程・280時間課程の教育カリキ三ラム (案)

600時間課程 280時間課程

人
間
と
社
会

人間の尊厳と自立 15h

社会の理解 30h 15h

介
護

介護の基本 90h 9h

国

※1 これらの課程は通信課程で行うこ
とも可能とする。|

ただし、通信課程として行う場合は、

領域「介護」のうち、「生活支援技術」及

び「介護過程」の内容を中心に構成さ

れた面接授業(いわゆるスクーリング)を
45時間行う。

コミ三ニケーション技術 30h

生活支援技術 90h 46h
F

介護過程 90h
Щ

60h 口
こ
こ
ろ
と
か
ら
だ
の
し
く
み

発達と老化の理解 45h 10h
〆 ヽ
※2280時間課程における「その他」の
科
‐
目は、
① 介護職員基礎研修で学習した内 |
1容の復‐習や、

■ ‐② 介護職員基礎研修で学習した内

容を踏まえ、3領域の理解の前提と
なる理論・統計等に関する学習

〉 を行うための科目として、その内容は

養成校の創意工夫に基づき、養成校

、
が定める。
      ノ

認知症の理解 60h 10h

障害の理解 60h 20h

こころとからだのしくみ 90h 70h

その他 40h  E亜
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(参考)平成24年度からの介護福祉士資格取得ル=卜の全体像

業1鞣希:::

愧 7ホ

|=

|ユ墓::|:::讐鏡1

躙 露ま壼|〒

L肇|:観備 え

【
平
成
二
十
三
年
度
ま
で
】

【養 厠碑リレー ト】

国 家 試 験

【福 祉 系 高校 ル ー ト】 【特 例 福 祉 系 高 校ル ー ト 【実務経脚 レー ト】
(rF_過措 置 )

【
平
成
二
十
四
年
度
以
降
】

● ● ■ ■ 口 ● ■ ■ ■ 口 ■ 口 ■ ■ 口 ■ ■ ■ 口 ● ●

●°,“●■■,“緊:§軸き'・ "・・

構識襄苦韻1

儀翻讚釜●集務経験
僻l,,1月||●J・

:第彎謙 暑駐

【特例福祉系高機ルート

`絡
週 1罐雪罰目〕

国 家 試 験

・ ・・ ・・・
口ぜ 1環饉 難 浄 ■・

..口 .・ . ●■■■■口■●魏 ηど..・・ ■...

【養成機ルート】 【福祉系高校ルート】




